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＜今年度会費の早期納入のお願い＞ 

 8 月に送付した会誌に，2022 年度会費未納の会員には請求書（郵便振替用紙）を同封し

ています．そこに記載の金額が請求額になります．この郵便振替用紙を使って納入をお願

いいたします．過年度の未納会費がある方は，その分も請求させていただいております．

なお，全国本部への会費納入は，月ごとに登録支部会員全員の本部会費を，その月までの

既納入者の会費で納入していますので，早期に会費納入がないとやり繰りが大変なことと

なります．今年度会費の早期納入にご協力くださるように切にお願い申し上げます． 
（支部財政担当・細川） 
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・日本科学者会議京都支部は，今日の日本における学術，学問の「危機」とも言える状況につ

いて，その「危機」の打開と再生の道は，一人，学問に携わる研究者だけでなく，社会を構

成している市民との共同による多様な行動を展開してゆくことにあると考え，学術関係者や

多くの市民の方に向けて，今回の「10. 29 日本の学術の『再生』をめざす講演会」を行うこ

ととしました． 
・講演会では，学術，学問にかかって多くの分野で生じていることや，過去における研究の軍

事動員のことも含めて，現在の日本において重要であると考える 4 つの課題に絞って，それ

10. 29 日本の学術の「再生」をめざす講演会 
－権力による学問への攻撃を許さず市民とともに学術を発展させるために－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

日時：2022年10月29日（土）13時30分～17時（13時，開場） 

会場：同志社大学（新町キャンパス） 臨光館 Ｒ３０１教室（席数は約400） 

  （地下鉄「今出川」駅 北出口から西へ徒歩10分） 

講演 
 １．永田和宏 氏（JT 生命誌研究館館長，歌人，京都大学名誉教授，京都産業大学名

誉教授） 
   演題：学問における批判性 － 学術会議会員任命拒否問題 － 
 ２． 池内了 氏（名古屋大学名誉教授） 

演題 加速する軍学共同路線 － 安全保障に取り込まれる「学」－ 
３．伊田久美子 氏（大阪府立大学名誉教授，日本学術会議連携会員）  

   演題：政治家による学術研究の名誉毀損；フェミ科研費裁判の争点 
４．吉中丈志 氏（公益社団法人京都保健会理事長，京都大学医学部臨床教授） 

演題：七三一部隊と京都大学 － 学問の戦争への動員を許さないために －  
 
  ※ IWJで生中継（ライブネット配信）する予定です。 
    IWJ Independent Web Journal <http://iwj.co.jp> 

主催：日本科学者会議京都支部 
共催：京滋私大教連，京都府立公立大法人労働組合，京都府保険医協会、他 

 連絡先：竹中寛治（tak.kanji@gmail.com），細川孝（hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp） 
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ぞれの分野に精通されている方から講演を行っていただき，それぞれの課題の現状と打開の

方向を示唆していただくことを考えています．そして，その 4 つの講演内容から明らかにさ

れた内容を総合すれば，現在の日本における学術，学問の現状の全体の把握に迫ることがで

き，そこから，市民との共同の新たな展開の次の一歩につなげていけると考えています． 
・講演内容にかかる学問，学術をめぐる動きの一端を紹介します．◎学術会議：日本学術会議

は 2017 年 3 月 24 日，1950 年の「戦争を目的とする科学の研究は絶対にこれを行わない」

旨の声明並びに 1967 年の同主旨の声明の 2 つを継承することを確認しました．このことを

敵視したのでしょう，2020年9月成立の菅政権は発足直後に，説明無しに学術会議新会員6
人の任命拒否を実行しました．以降 2 年間，政府による学術会議法違反及び 6 名の科学者の

学問の自由の侵害状態が継続されたままとなっています．学術会議はこの 8 月に臨時総会を

開催し，6 人の任命を求めることを確認しました．◎軍学共同：岸田首相は 7 月の記者会見

で要旨「NATOのGDP１％という数字を念頭に，5年かけて防衛力を抜本強化する」と述べ，

現在のGDP 比１％弱（約5.4 兆円）の軍事費を，5 年で倍増（約11 兆円）することを示唆

し，防衛省は来年度（2023 年度）概算要求額を 5 兆5947 億円としました．5 月成立の経済

安保法は，経済活動と科学技術研究を国家安全保障の柱に据え，軍事と一体化させて企業や

科学者の研究に統制を強める法律です．骨組みと罰則だけの法律で，具体的内容は政府に白

紙委任で国会を軽視しています．企業や科学者・技術者を罰則を伴う守秘義務で囲い込み，

軍事力増強に従わせる法案です．学問の自由の侵害です．◎フェミ科研裁判：ある国会議員

が，2018 年来，「反日学者に科研費を与えるな」という攻撃をツイッター等でくり返し，国

会質問も行いました．科研費検索サイト先を示し，｢『慰安婦』とか『徴用工』とか『フェミ

ニズム』とか入れて検索もできます」とツイート．また，原告の一人に対して「ねつ造はダ

メです．」等と書くなど，公正に審査された研究に対して根拠のない批判をくり返しました．

学問の自由への正面からの攻撃に対し，研究者４人が「国会議員の科研費介入とフェミニズ

ムバッシングを許さない裁判」を起こしたものです．京都地裁では不当にも敗訴となりまし

たが，現在，大阪高裁に控訴し，10月7日に第１回口頭弁論を迎えます．◎研究の軍事への

動員―731 部隊―：この 4 月，京都大学学術出版会から「731 部隊と大学」が発刊され，京

都大学医学部の教授であった複数の方からの論文や，被害者側からの論文も掲載され，人間

に対する非道な行為を行うに至った 731 部隊の行動について，今日時点で新たな角度からの

解明も行っています．この本に記述されていることも含め，学問の軍事への動員は人道にも

とることしかもたらさないことを，絶えず明らかにしてゆくことが求められています． 
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標記例会が 9 月 19 日（月）15 時 30 分より 17 時 30 分までZOOM を用いて行われた．参

加者6名．特集より3篇の論文が取り上げられた．         
         ---------------------------------------------------------------------------------- 

伊藤久徳「気候変動と民主主義の新しい仕組

み」（報告：前田耕治） 
IPCC第６次報告書(2021)は，人間の影響が

大気，海洋及び陸域を温暖化していることが

確実であること，「気候危機」といえる段階に

達したことを示した．著者は，地球全体と未

来の視点，すなわち，100 年のスケールで科

学的に未来から現在を捉える新しい枠組みが

重要であるとして，「新しい枠組み」に対処す

るための「民主主義」として３つの仕組みを

提示した． 
「科学のもとに団結する」仕組み 
地球の実態や未来を正しく把握・予測する

ために，科学が行動指針となる必要性から生

まれた．この表現は，グレタ・トゥーンベリ

の言葉 “Fridays For Fortune” のキャッチフレ

ーズである． 
「市民と科学・科学者の間」と「科学と政

治の間」で働く仕組みが重要である．「科学と

政治の間」の民主主義的仕組みとして IPCC
の例が挙げられた．IPCC総会は各国の政府代

表者からなるが，科学者からなる作業部会は

WG評価報告書（AR）を作り，そこから政策

決定者向け要約（SPM）が作成される．SPM
は総会で逐語的に検討，承認され，各国の気

候変動の政策の共通原則となる． 
 著者は，なぜ，IPCCで，科学と政治の良質

な関係が築かれたかと問いかけ，条約締約国

会議（COP）より先に IPCC が設立し，COP
設立以降もその傘下に入らなかった独立性を

挙げた．そこには，気候変動に対する科学的

な評価を優先し，最良の科学者を迎え入れる

側面が意識されていると分析した． 
市民が政治のプロセスに直接的な影響を強く

持つ仕組み 
政府・官僚・議員は国や地方自体の「現在」

に対応し，地球全体や未来に対処できないと

いう問題意識から，市民が政治のプロセスに

直接的に影響してこそ，気候変動問題への解

決となる． 
国際交渉と国内政治の場合の二つの例が

挙げられた． 
 国際連合枠組条約機構（UNFCCC）では，

1995 から毎年 COP が開催され，国連憲章に

おいて要件を満たす非政府組織（NGO）に「協

議上の地位」が与えられた．COPに参加権を

もつ NGO は 2360 団体（2019 年）と，20 年

間で6.3倍に増加し，パリ協定（COP5, 2015）
の採択では，欧州連合と島国連合の間で情報

の橋渡しの役割を果たした． 
選挙型代議員制にかわる代替制度として，

「ミニパブリックス」と呼ばれる，階層（年

齢や学歴など）ごとに，代表者を抽選で選出

する制度が各地で実施されている．市民感覚

に基づいた政策提案が可能であり，主体的で

継続的な政治参画への道が開かれる．気候変

『日本の科学者』読書会9月例会（9/19）の報告 

8 月号 特集：現代民主主義を問う 
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動問題への適用例として「気候市民会議」が

開かれ，札幌の「気候市民会議さっぽろ2020」
や川崎の「脱炭素かわさき市民会議」などの

開催例がある．後者を調べたところ，選挙名

簿から無作為抽出で選ばれた川崎市民 3120
人から性別や年代のバランスを考慮しつつ，

市民 60～70 人を抽選して会議が開かれてい

る． 
著者は，この方式において，市民と科学者

の関係，すなわち，市民が主体的に問題意識

をもったうえでの科学者との対話が肝要であ

ると注意を喚起している． 
地球全体と未来に対処できる仕組み 
現在の民主主義の構成員は人間のみであ

るという「現在人間中心主義」への対案とし

て提示された．「現在人間中心主義」の克服の

ためには，人間以外の構成員（環境）と未来

の構成員への拡大が必要となる．「未来の構成

員」とは100年先の問題であることを認識す

べきである．「環境」と気候変動の関係は，

IPCCのARでも規定されている． 
 アドボカシー制度（意見や権利の表明が困

難な人を代弁・擁護し，権利の実現を支援す

る制度）が有効であり，気候市民会議などで

は，「環境」のアドボケート（代弁者）が，も

のが言えない「環境」や「未来の人間」が主

語・主体になるように意見表明する． 
 アドボカシー制度を含めた仕組みの意味は，

第1に，「現在人間中心主義」を必然的に克服

することにあり，環境と未来における構成員

と視点の多様性や気候変動問題に対するバラ

ンスよい対処が可能となる．第2に，人間以

外の構成員が主語・主体になることは，現在

の人間の問題点を客観視し，厳しい対応が可

能となる．第3に，論争に対して解決を見出

しやすい．例として原発の問題が挙げられた．

「現在の人間」の意見は二酸化炭素の排出抑

制への貢献である一方，「未来の人間」の意見

は廃炉処理と廃棄物の管理の押し付けへの抗

議となる．気候変動問題は年齢による非対称

性をともない，若者の意見「未来の人間」と

同等に重視すべきである． 
＜意見交換＞ 
・アドボカシー制度は，サイレントマジョリ

ティの声を聴く方法として有効である．先の

参院選では，保守的な教育や就職への影響か

ら，若い層の本当の意見が反映されなかった． 
・自然科学者らしいスケールの大きい論文で

あり，社会科学者にはない視点で学ぶところ

が大きい． 
・民主主義の実現には，科学者の役割が大き

く，環境（空間場所）と未来（時間）の視点

からの拡大が重要であると感じた． 
・経済学では，規範として利子率・利潤率と

最低賃金，賃金率，保障率の関係を考え，下

からの動きで資本をチェックする．人間の生

活と生産手段の使い方を社会全体で考えるこ

と経済学や政治学が必要であり，そこに科学

者の役割がある． 
・実体経済より金融を相手にした方が儲かる

ことから，利上げ操作が行われる．アベノミ

クスとの矛盾で円安，賃金抑制が起こる．生

活，労働，生の尊厳（民主主義）を大事にし

ないと，実体経済はよくならない． 
 

芦田文夫「民主主義的な『企業の変革』を」

（報告：菅原建二） 
人間の活動による地球環境の破壊，特に温

暖化の進行の阻止は一刻の猶予も出来ない．

このような危機を脱するために，2015年の国
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連総会では，全加盟国が一致して，SDGs（持

続可能な開発目標）を採択し，「世界を変革す

る－社会・経済・環境を作り変える」ことを

宣言した．その内容は17の「目標（ゴール）」

と169の「ターゲット」からなり，その諸課

題の構成は不可分に統合されている．本論文

は，この SDGs のゴールとターゲットに基づ

いた，企業（なかんずく多国籍企業）の民主

的な変革の可能性を論じている． 
 世界的には，2001年以来，経済人が自発的

に，人権と労働権の尊重，雇用差別の撤廃，

環境への責任など10原則が謳われている「国

連グローバル・コンパクト（誓約）」をつくっ

て，世界の企業に拡げようとしてきた． 2006
年には機関投資家にも協力を求めている． 
日本では，2016年にSDGs推進本部が設置さ

れ，「ビジネスとイノベーション－SDGsと連

動するSociety5.0」の推進や「未来社会（超ス

マート社会）」の構想が打上げられた．しかし，

科学技術の発展で当面する問題を解決できる

とする考えは安易な楽観論であるとの批判が

加えられた．労働者や市民からは，“SDGsウ
オッシュ（うわべだけ）と揶揄され，広く逸

脱や歪曲が指摘されている．経団連の諸文書

では，「働き方の改革」との名目で，雇用の破

壊を引き起こし，労働権や生存権の存立自体

を危うくするとともに，非正規雇用者を増大

させるとして批判されている． 
 1980年代以降，新自由主義政策への転換と

ともに，多国籍企業による資本の蓄積と循環

がグローバル化し，「金融化」と「投機化」が

進んで，各国の社会経済構造に深刻な矛盾を

ひき起こしている．実体経済の空洞化と奇形

化，財政被綻やソブリン（国家債務）危機，

によるマクロ経済調整（財政一金融）制度の

弱体化と解体がもたらされ，事実上財政自主

権が国際金融資本の手に握られていき，これ

までの社会的保護制度（完全雇用と社会保障）

も衰退し解体され，賃金の徹底的抑制，社会

保障の削減，超過密労働と非正規雇用，ワー

キング・プアの増大が顕著に問題化するよう

になった． 
「国家一企業」の枠組みや多国籍企業の存

在は，多くの国で持続可能な経済への転換の

障害となりつつあり，「下からの」「外からの」

全人類的な規制・制御を加えていかざるを得

ないところに来ている．著者は，障害となる

政策や活動で被害を受ける，労働者，消費者，

市民，地域，あるいは取引調達業者，投資家

などのステイクホルダー（利害関係者）が監

視や規制などの社会的制御を加えていかざる

を得なくなると指摘している．更に，これら

の活動の基軸には，人間らしい（ディーセン

トな）生＝労働と生活が据えられ，その理念

に基づいて企業などあらゆる中間的な諸組織

をふくむ社会構成の全体が再編され，これま

での中間的な組織・組合・集団などの再蘇生

が促されると考えている． 
国連の採択した SDGs の 7 から 11 のゴー

ルは，企業などが実現しなければならない基

本的な内容と理念を示している．SDGs の最

後の目標，平和およびパートナーシップは，

諸主体の参画の仕方がこれまでにない民主主

義的なアプローチとなるように機能する．前

者は暴力・権力によらない平和と公正な参加

という「ガバナンス」の在り方を示す．対等

平等な諸個人一集団の自発性に基づいた相互

の協議（パートナーシップ）は，それらを間

接的に誘導していく規範的な制度（基準と規

則）による社会的な調整の仕組みである． 
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著者は最後に，「資本」はたえず支配と従

属を強めていこうとするが，人間主体の側は

「パートナーシップ」「アソシエーション」の

力に依拠して「生存権」「労働権」「社会権」

を押し上げていく以外にはなく，漸進的にそ

の引き上げを積み重ねていくことの重要性を

強調している． 
 
徳田博人・他「辺野古のたたかいが日本の地

方自治・法治主義に与えたもの」（報告：左近

拓人） 
この論文では，沖縄における米軍基地問題

に対する取り組みについて詳解している．こ

の問題は地方自治や法治主義を求める取り組

みに重要な影響を与えてきた．辺野古新基地

建設反対の取り組みから，その歴史的意義，

将来にわたる日本の社会と国家との関係につ

いて照射している． 
「辺野古への移設が普天間基地の危険性

除去の唯一の解決策」：2013 年末に仲井眞弘

多知事（当時）が沖縄防衛局に対する公有水

面埋立承認処分をなして以来，安倍，菅およ

び岸田の3代の政権が貫いてきた方針である．

2018年8月の翁長雄志知事の死去にともなう

9 月知事選挙での玉城デニー知事の圧勝，

2019年2月の県民投票における70%を超える

県民の反対の意思表示にもかかわらず，日本

政府はその方針をまったく変えなかった．沖

縄県民と多くの本土住民との連帯による粘り

強い反対連動にもかかわらず，辺野古新基地

建設が強行されている．〈地方自治〉は，たえ

ず政府与党などによる分断にさらされてきた．

日本の立法，行政，司法の権力は，その総力

を挙げて（沖縄の）県民と県政を攻撃し続け

ている． 
辺野古沿岸部の埋立事業，大浦湾埋立てな

どの裁判では，沖縄県民の生活や権利，自然

現境の保全，あるいは地方自治体としての沖

縄県の権限の必要性・根拠やその行使の当否

こそが，判断されなければならなかった．だ

が，最高裁はいずれもこれらの審査・判断を

避けた． 
沖縄県と国の法的政治的争いのなかで，人

権，個人の尊厳，平和，持続可能性など，私

たちが「やっと勝ち得た価値体系」というべ

き〈法〉の果たすべき役割が非常に明確にな

ってきたことが注目される．沖縄県知事は， 
日本政府が求める米軍基地の建設や維持によ

って，沖縄県民が「誇りある豊かさ」の実現

の条件が失われると判断した際，自らの責任

を果たすため，政府と異なる判断をすること

もある．これが，地方自治法のいう「住民の

福祉の増進」の意味であろう．政府と裁判所

さえもが日本国憲法の理念を壊す側に回って

いる．憲法を「やっと手に入れた」沖縄県民

のとりくみは「地方自治」を形づくる一方で，

1997年の名設市民投票のとき以来の「沖縄振

興策」，とくに再編交付金や一括交付金などに

よって分断されている．このアメの効き方が，

昨今の選挙結果に反映される．沖縄のたたか

いは，こうした分断とのたたかいでもある．

住民自身による自治や連帯といった，運動の

なかで地域社会におのずと生まれるものを，

政府は突き崩そうとし，県民は守ろうとたた

かっているのである．
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前回に続いて福島県の小児甲状腺がんの

多発について考える．お断りをしておくと，

前回，津田氏の論文の一部を引用する形で述

べたが，数値的なことなどはその論文の要約

ではなくて，私なりの計算を示した．その際，

例えば１巡目の検査時期が3回に別れている

のを2年後の1回で代表したり，年齢分布な

ども一様として単純化してある．それでも大

きな傾向は変わらない程の異常な多発という

ことである． 
この多発の原因が原発事故である可能性

は，前回触れたように，福島県の検討委員会・

甲状腺評価部会の１巡目に対する「中間まと

め」で指摘されていた．ただその一方で，「放

射線の影響とは考えにくい」として，その理

由をいくつか挙げてはいるが，明確な根拠と

は言えず，「今後，仮に被ばくの影響で甲状腺

がんが発生するとして，どういうデータ（分

析）によって，影響を確認していくのか，そ

の点の「考え方」を現時点で予め示しておく

べきである．」としていた．しかし，これにつ

いては何も示されないまま現在に至っている．

これでは，この委員会や評価部会には原因に

ついて論じる能力あるいは資格がない状態が

続いていることになる．ところが，2 巡目の

結果がまとまってきた段階で，甲状腺がんの

発見率の調整例が示され，避難区域等 13 市

町村，中通り，浜通り，会津地方で，それぞ

れ 10 万人当り，1 巡目で順に 33.5，38.4，
43.0，35.6人だったのが，2巡目で49.2，25.5，
19.6，15.5人（観察期間等で調整した発生率

では毎年 10 万人当り 21.4，13.4，9.9，7.7

人）と地域差が顕になってくると「さらに調

整が必要」などとして，それ以降地域分けの

考え方を変更することになる．1 巡目の「中

間まとめ」では，地域差が明確でないことを

「放射線の影響とは考えにくい」理由の一つ

に挙げていたが，この理由が無効になった．

さらに，最近も研究モデルを大きく変更して，

事故の影響の判断を避けながら，その後も「過

剰診断」論を掲げ続けているのである．「過剰

診断」については前回，チェルノブイリでの

経験から多発の根拠にはならないことを述べ

たが，今回もこの「過剰診断」についてもう

少し立ち入って考えてみたい． 
福島県の甲状腺がん検診と治療の責任者

として初期から検討委員会に医大側から出席

し報告していた鈴木眞一氏が，学会専門誌（日

本内分泌・甲状腺外科学会雑誌第 35 巻第 2
号, pp.70-76, 2018）に公表した「検診発見で

の甲状腺癌の取り扱い 手術の適応」を参照

する．冒頭で，「本邦では90年代半ばに甲状

腺超音波検診での過剰診断を経験し，成人で

の微小がんの非手術的経過観察の試みが開始

されたり，超音波検査での過剰診断を防ぐ取

り組みがなされてきた」として，それを踏ま

えた福島での検診方針策定の考え方が示され

ている．当時提唱されていた対策として，「１．

超音波検査を検診に用いない ２．検診に用

いるとしても検出する腫瘤の大きさを制限す

る ３．穿刺吸引細胞診を行う適応を制限す

る ４．癌と診断されても直ちに手術をする

のではなく経過を見ることなどが考えられ

る」を挙げながら，１と２については「通常

寄稿： 福島原発事故による健康被害について（その2） 
大倉 弘之 
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診療でどこでも甲状腺超音波が使用されてい

るので避けて通れない」として２を採用する．

これが前回概略を紹介した5 mm以下の結節

をA2 判定として二次検査をせず 2 年後の次

回検診を薦めるガイドラインに反映している

ことがわかる．これは「一生取らなくてもい

い可能性のあるラテント癌の大半が5 mm以

下であることによる」としている（ラテント

癌は潜在がんと同義）．さらに３への対応とし

て「精査基準を設け，過剰診断とならないよ

うに，小さくて，非浸潤性のものはなるべく

経過観察にすべく制限している」として分類

基準の表1, 2（鈴木報告からの引用）が掲げ

てある．そして，細胞診を5 mm を超え10 
mm以下の場合は表1の「悪性を強く疑う場

合」，10 mmを越える場合は表2の「悪性を

疑う場合」または20 mm を超える場合に限

り，それ以外は経過観察に回すという基準が

示されている．次に４に関して，大人には既

に実施しているが，「小児若年者には明らかな

エビデンスはないものの，手術を考える場合

には一応考慮すべき事象である」としている．

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この後，手術適用についてもできるだけハ

イリスクなものに限るように慎重な検討が行

われている．この報告時点での福島の検診に

よる「悪性ないし悪性疑い」診断の172例（1
巡目に加えて2巡目の一部を含む）について，

特に「過剰診断治療にはなっていないのか？」

として，症例報告が続く．この内容はかなり

専門的で完全には理解できないが，例えば，

2016年3月31日までに手術が行われた132 
例中，鈴木氏所属の科で手術が行われた 126
例で125例が術後甲状腺癌と確定したとする

（なお，福島県の発表では術後確定したもの
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のみを「甲状腺がん」としているが，手術後

良性であることが分かった例はこれまで1件

のみであり，津田氏の論文でも筆者も細胞診

による「悪性ないし悪性疑い」診断の内この

1 例のように診断が変わったもの以外を単に

「甲状腺がん」と呼んでいる．手術非適用だ

からと言ってがん診断が取り消されたわけで

はないので）．手術直前の平均腫瘍径は 14 
mm (5.0〜53 mm)であったことや，例えばリ

ンパ節転移は術前診断では 22.4％だったの

に対し術後は77.6%，気管周囲リンパ節転移

も術前 4%に対し術後 60.8%と，術後の判明

が高率であったことや，肺転移疑いが3例あ

ったことなどが示され，全摘は11例の8.8%
のみで残りの91.2%が片葉切除であったこと

なども分かる．チェルノブィリでは68%が全

摘ないし亜全摘であったのに比べると早期診

断による効果が現れているように見える（大

倉の感想）．鈴木氏は，以上を含む詳しい所見

を踏まえて「福島での手術例に関して，過剰

診断を裏付けるような術後病理結果は出てい

ない」とまとめている． 
鈴木氏は，「それでは福島の検診発見甲状

腺癌は放射能の影響なのか？」と節を改め，

「現時点ではそれを積極的に裏付けるエビデ

ンスは得られておらず」としていくつか理由

を挙げて「否定的である」としている．その

理由は概ね1巡目の「中間まとめ」の項目と

重なり，根拠は依然薄弱と感じるが，その「中

間まとめ」では原発事故の影響か「スクリー

ニング効果」のいずれかとしていたことと両

立しない．鈴木眞一氏が健康調査検討委員会

と甲状腺評価部会に県立医大側から出席して

いたのは 2014 年度までで，本報告時点では

検討委員会から離れていたことになるが，委

員会内での確執等があったかどうかは不明で

ある．最後の部分はともかく，甲状腺外科医

としての真摯な姿勢が本報告からは感じられ

る． 
今回ここまで「過剰診断」について詳しく

見てきたのは，今様々な形での「過剰診断論」

を唱えながら，甲状腺検査の中止や縮小を求

める動きが活発であり，再度確認しておくこ

とが極めて重要と考えたからである．前回予

告した UNSCEAR については，また改めて

としたいが，実はこの UNSCEAR も今年 7
月に「アウトリーチ」と称して数名のメンバ

ーが来日した際の記者会見で福島の甲状腺が

んの多発について，「超高感度のエコー検査に

よるもの」と殊更「超高感度」を強調した説

明をしたのである．これは，闇雲に小さなが

んを見つけて「過剰診断」を起こしているか

のような印象を与える悪質な発言で，鈴木報

告を見ていただければ分かるように，エコー

装置の感度が高いことは診断の各段階でより

的確な判断に繋がるメリットしか考えられな

い．それは表1からも察せられるように，画

像が不明瞭なハイリスクながんの見落としを

避ける意味も含んでいる．UNSCEAR につ

いてはその設立の歴史的経緯を含めて論じる

ことは多いが，日本政府などが国際機関とし

てその権威を利用する場面が多いだけに，筆

者も今回のそのような発言には，ここまで酷

いのかと驚いた次第である．（続く） 
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「国葬」が強行された。「反対」や「抗議」

の声が公然と大きく上げられたのが救いだと

思った．憲法に反するという理念的・制度的

な理由だけでなく，その経費の大きさを「無

駄遣い」と誰もが指摘した． 
ところで，大学にも国葬の「〇億」とはい

かないまでも理不尽と思える（私が思った）

出費と儀礼的慣習はあった．30年以上も前の

ことだから今はなくなっていればうれしい． 
私の父は某国立大学の学長を1969年12月

から1973年12月まで務めた．退任後ほどな

くS字結腸がんを患い，何とか生き延びてい

くつかの団体や機関の名誉職を務めた後，胆

管がんで1991年の7月に没した． 
父の病気がかなり悪化した頃，大学本部か

らコンタクトがあった．病状なども訊かれた

が，要するに死期と葬儀の形式（主催者）を

知りたいらしかった．もちろん，私人として

（慣習からいえば「家｣として）送るしかない

のにどうして大学が？と思えば，ことは簡単

ではなかった．元学長（あるいは叙勲が関係

か？）の死は文部省（当時）に届けを出す．

文部省はしかるべきルートで天皇からの弔意

をいただく手続きを取る．「そのために大学は

事務官を一人出張させます．金曜日の午後な

どに亡くなられると･･･出張の段取り等で（困

る）」という主旨を伝えたかったらしい．そう

いわれても，家族は「いつ何かあってもおか

しくない」といわれ続けて2か月ほどもはら

はらしながら自分たちの職務をこなしてきて

いる（「お父さん、今週はがんばってね，今日

は生きていてね」と祈りながら）．延命治療の

理由のひとつが，父の所属していた教室の現

任教授が長期の海外出張中で（私たち家族は

気に留めなかったのだが），主治医の方々には

「○○先生がお帰りになるまで持ちこたえ

る」ことであったらしく，彼が7月半ばに帰

国して見舞いに来た時には，主治医のひとり

が「ほっとした」と口にしたのに驚かされ，

そこで家族もいよいよ･･･とあらためて覚悟

しなおしたのだった． 
とにかく「金曜日には死なないように」と

いわれても家族にはどうしようもない．それ

にしても大学職員１人が公務として1日の仕

事時間と新幹線往復費用（当家の葬儀費用に

請求するとはいわれなかったので大学の予算

からなのだろう）をかけていただいてくる「皇

室の弔意」――知らなかった、そんなの．辞

退はできないのか――父本人は意思表示の出

来る状態ではないし，これまでのように大学

の決めていることには従うだろう．弔意をい

ただくのはしかたないとして，職員の働き方

として，そんな出張どうなの？「組合は知っ

てんの？何とかせえへんの？」わが家の組合

員（夫）にはぼやいてみたけれど，そんな議

論はしていられなくて，父の死と葬儀のため

の日々を迎えることになった． 
このたびの「国葬」に際して，思い出して

みて，やはり私のわだかまりは消えない。「皇

室の弔意をいただいて葬る」「そのために出張

という公務が発生する」というのは，プチプ

チ国葬・大学版とでもいえるのではないだろ

うか． 
 

随想：ある大学人の葬儀をめぐって思い出すこと 
清水 民子 
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自然科学懇談会は、新型コロナウイルスのパンデミックにより、2 年 9 ケ月ほどの休会を余

儀なくさせられましたが、来月〈第 36 回例会〉再開することになりました。皆さま奮ってご

参加いただけますようお願い申し上げます。 
 

-------------------------------------------------------------------------------------- 
 
日時：11月12日（土）13：30～15：30 
会場：京大楽友会館1階 
講師：加藤利三（京都大学名誉教授・物理学） 
演題：「地球が危ない－温暖化の進行と異常気象の多発」 
 
要旨： 
昨年8月 IPCC第6次報告は、「地球の温暖化は人類の活動によることは疑いない。」と断定

した。21世紀末に、地球の気温が安定した状態なるには、2050年までに気温上昇を1.5~1.9 ℃
になるよう温室効果ガスの排出を抑える必要があると報告した。 
また昨年 11 月英国グラスゴーで開催された、COP26 では全参加国は、2050 年までに気温上

昇を 1.5 ℃ 以下に抑えることに合意し、各国がそれぞれ目標を提示し、CO2 削減に取り組む

ことを約束し、全世界が協力して取り組むことを確認した。一歩前進であった。 
 今年 2 月 24 日、始まったロシヤのウクライナ軍事侵攻は、国連総会で大きな批判を浴びた

が、その後のウクライナ戦争は長期化の様相を示し、出口が見えない状況である。このため温

暖化阻止の国際協力に大きな障害となっている。戦争は最大の環境破壊であり、大量の温暖化

ガスの放出源である。速やかにウクライナ戦争を停止し、国際協調を取戻すべきである。

1850~1900年比での気温上昇は、今年すでに1.1℃ に達していると伝えられ、残された余地は

少ない。地球の危機を前に世界を分断していがみ合っている時ではない。 
 人類の愚かさを叱責するかのように、世界各地で年々異常気象が頻発しており、温暖化の深

刻さを警告している。今年の夏、ヨーロッパでの異常高温と旱魃、世界各地での山火事、中国

内陸部での深刻な旱魃、パキスタンでの集中豪雨、日本での早い梅雨明けと異常高温と各地で

の集中豪雨など、過去数十年〜数百年来の異常気象と伝えられている。「生き残れる地球」を次

世代に残すために、世界が協力して取り組みを急ぐことが求められている。後がないことを認

識すべきである。 
 
 

「自然科学懇談会」再開と例会のお知らせ 
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1.  10.29日本の学術の再生をめざす講演会 
―権力による学問への攻撃を許さず 市民とともに学術を発展させるために― 
日時：10月29日（土） 
午後13:00開場、午後13:30開会、17:00閉会 
会場 同志社大学新町キャンパス臨光館（りんこうかん）R301教室 
2.  自然科学懇談会第36回例会 
日時：11月12日（土）13：30～15：30 
会場：京大楽友会館1階 
講師：加藤利三（京都大学名誉教授・物理学） 
演題：地球が危ない－温暖化の進行と異常気象の多発 
3.  11.3憲法集会 
日時：11月3日（木） 13:30開会 
場所：円山公園 
開会あいさつ：髙山佳奈子 
講演：小森陽一 
15:20~ デモ 
4.  京都支部10月拡大読書会 （終了） 
日時：10月9日（日）13:00〜16:30 
場所：キャンパスプラザ京都 
内容：JJS 9月号特集 「社会的ひきこもり」 
 

 

◆◆◆◆ 支部幹事会だより ◆◆◆◆ 
1. 会員の現況（10月１日現在） 
一般会員：             180 
 特別会費会員：        2   
 家族割り特別会費会員：     3 
 若手会員：            13   ※ 大会の承認で一本化。  
 会員合計：198人 
 読者：                      3 
2．会費納入状況（10月１日現在） 

2022年度納入者：一般 156/180、特別 1/2、家族 3/3、若手4/13 
2021年度納入者：一般6/16、若手0/４、若手特別１/2 

支部主催・関連行事案内 
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2020年度・2021年度未納者（休会者）：一般１人，若手特別1人 
3．会計報告  2022年９月決算 

2022年度累計           2022年９月決算 
収入累計     2,453,507 円      ９月収入合計  115,200 円 
支出累計     1,356,478 円   ９月支出合計     61,039 円 
収支累計     1,097,029 円     ９月分収支     54,161 円 
前年度繰越金   213,278 円     前月繰越金     1,256,146 円 
９月末残高    1, 310,307 円     ９月末残高     1,310,307 円  
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